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Code for Japan とは？







● 情報の円滑な流通

● 自立的で個性豊かな地域社会の形成

● 新事業の創出、国際競争力の強化

● 効果的かつ効率的な行政の推進

官民データ活用推進基本法の概要

のために、基盤整備や標準化、計画策定、手
続きのオンライン化を行う



それを作れば、
彼が来る

(データを出せば、誰かが使ってくれる)

そう思っていませんか？



「データを公開すること」
は目的ではない

使われないデータは無価値



だれが、どんな目的でデータを使うのか？

自治体企業 市民



だれが、どんな目的でデータを使うのか？

業務効率化
より良い判断、計画づくり
議論の質の向上
行政評価
透明性向上
事業者連携

自社サービスへの活用
新規事業創出
地域分析、マーケティング
行政との連携
研究

地域の理解
行政サービスの理解
生活情報の入手
行政参加の機会
地域活動の機会

自治体企業 市民



活用してもらうためには、対話と実践が必要

自治体企業 市民どんなデータ
がありますか

どんなデータ
が必要ですか

こんなデータ
は無いですか

一緒にやって
みましょう

対話による相互理解
→活用アイデア創出

実践知の蓄積
→活用モチベーションの
向上



例：標準的なバス情報フォーマット(GTFS-JP)

※東京大学伊藤昌毅先生の資料より引用



自治体自身がデータリテラシーを上げよう

業務効率化
より良い判断、計画づくり
議論の質の向上
行政評価
透明性向上
事業者連携

自社サービスへの活用
新規事業創出
地域分析、マーケティング
行政との連携
研究

地域の理解
行政サービスの理解
生活情報の入手
行政参加の機会
地域活動の機会

自治体企業 市民



データ利活用の負のループ

データを何に使っていい
かわからない

時間もないのにデータ整
備が必要なの？

ノウハウが生まれない
新しい取り組みができな
い

勘と経験で対応しよう
今までと同じでいいや

活用されない！

蓄積されない！あきらめる！

変わらない！



データ利活用の正のループを回す

データ利活用の意味を
知る

挑戦や事例が蓄積され
る

データの整備、制度の
整備が進む

課題解決や新サービス
に活用する

他の人にも伝わる

蓄積されるデータが使われる

実際に使ってみる



データアカデミー

自治体

課題検討

仮説立案

分析評価

政策立案

評価

行政の中での
データリテラシーを向上させる

データ利活用研修



比較項目 一般的なデータ分析研修 Code for Japanの データアカデミー

研修対象 庁内データを使った統計・  GIS分析研修 庁内データ利活用のための
プロセス研修

研修課題 他市の事例や、一般的事例
をトレースする

現課から提出された
実際の課題を利用する

自治体の規模 大きな自治体で行う 政令指定都市から町村まで
対応可能。

方法 先生・講師型、座学型の
集合研修

複数の課が参加した
アクティブラーニング研修

データアカデミーの特徴



データ利活用のプロセス

データ分析から政策に反映するパターンは下記の種類がある。
1. 既存事業のうち課題の原因の検討と対策

例:医療検診の受診率を増加させるため、受診者の情報・構成を利用して アプローチでき
ていない層に、どのようにアプローチするか政策を立てる。

2. 新しいサービスの検討時にフォーカスする点とその効果
例:イベントの案内を、SNS等でかける場合に、どのエリア/どの個人に どのような情
報を提供したら良いか分析し、政策に反映する。







仮説を立てられる人材を
育てることが重要

良い問いを立てられれば、外部との連携もしやすい



「データを公開すること」
は目的ではない

使われないデータは無価値



地方公共団体におけるデータ利活用ガイドブック  Ver.2.0

DA教材や事例集を総務省から公開予定

実際の講座の内容もフルで動画配信



企業は、「データを活用したい」わけではない

業務効率化
より良い判断、計画づくり
議論の質の向上
行政評価
透明性向上
事業者連携

自社サービスへの活用
新規事業創出
地域分析、マーケティング
行政との連携
研究

地域の理解
行政サービスの理解
生活情報の入手
行政参加の機会
地域活動の機会

自治体企業 市民



データではなく、課題を
オープンにする

データ云々の前に、ともに課題を解決する関係を作る



CfJ と 裾野市による包括連携協定





自治体 スタート
アップ

スタートアップとともに考え、ともにつくる

課題の提供
実証実験フィールドの提供
データの提供
職員の協働
他都市展開の機会

技術の提供
アイデアの提供
実証実験の稼働





スタートアップのメリット





実証実験では、職員の案内不可件数が 61.7%減少、1件あたりの平均案内時間
も36.9%減少し、窓口業務の効率化を実現

実証実験を経て、来客対応RPAサービスを東灘区役所に本格導入



市民は、「データを活用したい」わけではない

業務効率化
より良い判断、計画づくり
議論の質の向上
行政評価
透明性向上
事業者連携

自社サービスへの活用
新規事業創出
地域分析、マーケティング
行政との連携
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地域の理解
行政サービスの理解
生活情報の入手
行政参加の機会
地域活動の機会

自治体企業 市民



市民といっても様々。コミュニティを通じて対話をするの
がおすすめ

● 各地のCode for コミュニティ

● 社会福祉協議会

● 地域のNPO
● 自治会・町内会

● 子育てコミュニティ

● 中小企業組合、商工会

● IT企業コミュニティ

といったコミュニティとの対話の機会を作る、会合に出て行くなど



活動例：ウィキペディアタウン



活動例：保育園マップ



データに基づいた、市民との
対話や協働が重要

データそのものが大事なのではない



データは誰が活用するのか？

自治体企業 市民

待っていても「彼ら」は来ない
まずは職員自身がデータの使ってみて、
何ができるかを理解しよう
そして、企業や市民との対話と実践を通じて、
経験値を上げていこう


